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１　施策の目的

３　予算等の推移

平成 30 第２次総合計画 施策マネジメントシート

年度の実績評価）

Ａ：商業施設等の現状を踏まえると比率の上昇は望めないが、40％への回復を目標値に設定
Ｂ：商業施設等の現状を踏まえると比率の上昇は望めないため、これまでの最高値（H22・24）の水準維持を目標値に
設定
Ｃ：社会情勢や商業施設等の現状を踏まえると消費の上昇は望めないため、現状維持を目標値に設定
Ｄ：H20年の世界金融危機以前の景気が安定していた年（H18～H20）の平均値を目標値に設定
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製造品出荷額

Ａ：市内商業者の経営環境の状況を示す。
　【山梨県商圏実態調査において市内で買い物をする人の比率】
Ｂ：市内の買い物環境に関する市民の評価を示す。
　【市民アンケートの『南アルプス市は、買物に便利な地域だと思いますか』において、
　　「思う」「まあまあ思う」と回答した人の割合】
Ｃ：市内における商業活動の状況を示す。
　【市内の卸・小売事業所における年間商品販売額（出典：商業統計調査・経済センサス活動調査）】
Ｄ：市内における工業活動の状況を示す。
　【市内の事業所等（従業員4人以上）における製造品出荷額（出典：工業統計調査）】
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② 意図（この施策によって対象をどう変えるのか）
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→全体計画の投入量を記入



４　評価結果（施策の有効性評価）

① 目標達成度評価（目標値と実績値との比較） 

目標値より高い実績値だった

目標値どおりの実績値だった

目標値より低い実績値だった

② 時系列比較（基本計画現況値からの推移）

成果がかなり向上した

成果がどちらかと言えば向上した

成果はほとんど変わらない（横ばい状態）

成果がどちらかと言えば低下した

成果がかなり低下した

③ 他自治体との成果実績値の比較

かなり高い成果水準である

どちらかと言えば高い成果水準である

ほぼ同水準である

どちらかと言えば低い成果水準である

かなり低い成果水準である

④ 住民の期待する成果水準との比較

かなり高い成果水準である

どちらかと言えば高い成果水準である

ほぼ同水準である

どちらかと言えば低い成果水準である

かなり低い成果水準である

５　まとめ（課題の抽出とその解決に向けた取り組み）

※左記の理由

指標Ａ・Ｃについて
　目標値より低い実績値だったことは、全国的な消費・流通構造の変化として、イン
ターネットショッピングの普及が考えられる。
※世帯（２人以上）あたりの利用率　Ｈ２８：２７．８％←Ｈ２３：１９．９％

※左記の理由

指標Ｂについて
　基本計画現況値から一時的に低下したが、Ｈ２９．１１に昭和町の大型商業施設
が大規模拡張しオープンしたため回復した。
　①市民の大型店の利用率は８５％となっている。②市民の１８．５％が昭和町内で
買い物をしている。①・②から市民は幹線道路を利用し、市内はもとより隣接する市
外大型店舗での買い物を楽しんでいる。
　なお、指標Ａ・Ｃは各統計・センサス数値のため、据置き値であり評価不能となる。

※左記の理由

具体的な改善策・取り組み内容

　今後の少子高齢化の
進展により、生産年齢
人口の減少が懸念さ
れ、企業の操業や雇用
に悪影響をもたらす。

　優良企業の誘致による地域産業の
活性化を図り、同時に雇用創出による
生産年齢人口の増加を図る。

　南アルプスＩＣ新産業拠点整備推進室との連携により、優
良企業の誘致を推進する。

　商工会との連携により、既設企業が建物・機械などの設
備投資を進めることができるよう、支援制度の周知を徹底
する。

　市民は幹線道路を利用し、市内はもとより隣接する市外大型店舗で買い物をして
おり、この傾向は継続するものと思われる。商圏が市域を越えているため、他自治
体との比較は困難である。
①利用店舗
大型店85.0%、ネットショップ5.3%、一般小売店5.0%、その他4.7%
②買い物場所
本市38.3%、昭和町18.5%、中央市15.9%、甲斐市14.2%、甲府市7.9%、その他5.2%

※左記の理由

指標Ａ・Ｂについて
　市民は幹線道路を利用し、市内はもとより隣接する市外大型店舗で買い物をして
おり、この傾向は継続するものと思われる。
指標Ｄについて
　平成３０年度に入り、企業の設備投資を促進させる「ものづくり企業成長投資事業
費助成金」の申請が活発であった。特に半導体分野・自動車部品分野の積極的な
設備投資動向がみられ、同時に現在の製造品出荷額は増加していると見られる。

施策の課題
（現状の問題点）

課題を解決し、施策の実現を図るための取り組み方針

課題解決の方向性


